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本事業は「シニア情報生活アドバイザー制度」の養成をより一層加速すべく「シニア情報生活アドバイザー研修会(養成講座）」を随時開催し、「シニア情報生活アドバイザー制度」が広く普及し、高齢者の方のＩＴ利活用が推進されることを実現すべく一般財団法人ニューメディア開発協会が実施するものです。

従来から受講者が少ない等の理由で養成団体が養成講座の開催を中止する等のケースが時として見受けられますが、このことが受講を決断し申し込みを行ったシニアの受講機会を奪い、意欲を削いでしまうという誠に不本意な結果を産んでおります。そこで、かかる課題を解決するため、受講者が少ない場合でも養成講座を計画通り確実に実施出来る仕組みを確立することが急務と考え、当協会はシニア情報生活アドバイザーの資格を取得し、地域のために貢献したいとする意欲的なシニアが、シニア情報生活アドバイザー養成講座をタイムリーに受講できる機会を確保できる環境を整備することと致しました。その施策として、シニアが養成講座を受けると決めた時に少人数の受講者でも受講できるようにするため、養成団体が諸般の事情に関わらず養成講座を計画通り実施できるよう養成講座の経費の一部を当協会が負担することと致しました。

　平成２８年度からは更に初めて養成団体が養成講座を実施する場合、過大な講師の宿泊費とか交通費がかかる場合の補助金を増額する制度を設けました（ただし当協会が妥当と認めかつ枠がある場合に限ります）

養成講座実施団体には是非、本事業の趣旨をご理解いただき、積極的に活用され、シニアの意欲に応え、より一層のご協力をいただけますようお願いいたします。
本事業の概要を下記に記します

  当協会は、シニア情報生活アドバイザー養成講座実施団体が主催する養成講座実施に係わる費用（会場の賃借料、講師及びアシスタント講師へ支払う謝金及び交通費）の一部を負担します。当協会の定める規定の金額を当協会からまとめて養成講座を実施する団体に補助対象事業費としてお支払いいたします。
ただし補助対象事業費には、当協会に支払われる登録料（５，５００円／人（受講者）は含まれませんので、別途必要です。
●補助対象となる養成講座
　補助対象Ａ
（１）養成講座の開催に要する費用（会場の賃借料、講師及びアシスタントの講師料及び交通費）を対象とする。当協会の規定については下記５項を参照の事。
（２）対象となる養成講座は受講生が最大３名までの講座とし、一団体最大５回まで補助することとする。
　
補助対象Ｂ
　（１）「養成団体」として初めて「養成講座」を実施する際、講師を外部から招聘し旅費・宿泊費等の費用が著しく掛かると当協会が認めた場合にのみ対象とする。
　　　　ただし、最大５団体しか枠はないので申請の際は必ず当協会に事前に相談のこと
●補助対象事業費　　補助対象事業費は、当協会が申請案件ごとに審査を行い決定しますが、
　　補助対象Ａ　

　　　　受講者講習費合計から要請講座開催費合計を控除した額が負の場合（以下「赤字額」という）、赤字額が４５，０００円まではその赤字額、赤字額が４５，０００円以上の場合は４５，０００円を上限として事業費を支払うこととする。（金額には消費税額を含むものとする）
　
　　補助対象Ｂ
　　　　受講者講習費合計から要請講座開催費合計を控除した額が負の場合（以下「赤字額」という）、赤字額が６０，０００円まではその赤字額、赤字額が６０，０００円以上の場合は６０，０００円を上限として事業費を支払うこととする。（金額には消費税額を含むものとする）
　

　　補助対象Ａかつ補助対象Ｂに該当する場合
受講者講習費合計から要請講座開催費合計を控除した額が負の場合（以下「赤字額」という）、赤字額が１０５，０００円まではその赤字額、赤字額が１０５，０００円以上の場合は１０５，０００円を上限として事業費を支払うこととする。（金額には消費税額を含むものとする）
＊なお、実際の支払いについてはマイナンバー制度の施行に伴い
１）法人番号のある団体については、源泉徴収前の金額を団体指定の口座に振り込み
２）法人番号を取得されていない団体については、団体の代表者の口座に源泉徴収（１０．２１％）控除後の金額を支払うものとする。　
  応募資格は、下記の条件を全て満たすこととします。

    ・当協会に登録された「シニア情報生活アドバイザー養成講座実施団体」であること

・補助対象Ａの場合は受講者数が少ない等の理由で開催が難しい状況にあること。（受講者数が最大３名まで）
    ・他団体等の補助事業は全く受けていないこと。他の補助事業と重複して本事業の補助を受けていないこと。

　　・令和元年度において、同一団体に対する本補助事業は５回までとする。  
・公募は、令和２年３月２７日までに完了する養成講座実施分までとします。
但し補助対象Ａについては予定回数３０回、補助対象Ｂは予定回数５回をそれぞれ超えた時点で本事業の募集は終了とします。

　
　　主な手続きの流れは以下のとおり

　　１）各養成団体より申請。当協会が審査し、採択通知書を発行。
　　２）当該団体が申請にもとづいた養成講座を実施する。
　　３）終了後、補助対象事業費を当協会より当該団体に支払う。

　　
■応募等詳細につきましては、募集要項をご覧下さい。また、本事業に関する各種資料 の様式等を下記の通りご用意致しましたので、必要な項目をクリックし、ダウンロード してお使い下さい。

募集要綱（word形式）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

応募申請書（様式１：word形式）

養成講座実施届（様式２：word形式）

開催費用明細書(様式３：excel形式）

完了報告書（様式４：word形式）

養成講座実施報告書（様式５：word形式）

補助対象事業費請求書（様式6：word形式）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

補助事業表示_実施要綱（別紙１：Word形式）

補助事業表示看板（Word形式）

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

